
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＡＩネットワーク化検討会議及び分科会構成員一覧 
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ＡＩネットワーク化検討会議構成員   

 

須藤 修     東京大学大学院情報学環教授 

村井 純     慶應義塾大学環境情報学部長 

平野 晋     中央大学大学院総合政策研究科委員長 

赤坂 亮太   慶應義塾大学大学院メディアデザイン研究科リサーチャー 

石井 夏生利  筑波大学図書館情報メディア系准教授 

板倉 陽一郎  弁護士 

井上 智洋   駒澤大学経済学部専任講師 

江間 有沙   東京大学教養学部附属教養教育高度化機構特任講師 

大屋 雄裕   慶應義塾大学法学部教授 

鹿島 久嗣   京都大学大学院情報学研究科教授 

河井 大介   東京大学大学院情報学環助教 

河島 茂生   青山学院女子短期大学現代教養学科准教授 

久木田 水生  名古屋大学大学院情報科学研究科准教授 

クロサカ タツヤ  総務省情報通信政策研究所コンサルティング・フェロー 

越塚 登      東京大学大学院情報学環教授 

佐々木 勉   総務省情報通信政策研究所特別上級研究員 

佐藤 英司   福島大学経済経営学類准教授 

宍戸 常寿   東京大学大学院法学政治学研究科教授 

実積 寿也   九州大学大学院経済学研究院教授 

新保 史生   慶應義塾大学総合政策学部教授 

田中 絵麻   一般財団法人マルチメディア振興センター情報通信研究部主席研究員 

田中 浩也   慶應義塾大学環境情報学部教授 

高橋 恒一   国立研究開発法人理化学研究所生命システム研究センター 

生化学シミュレーション研究チームチームリーダー 

中西 崇文   国際大学グローバル・コミュニケーション・センター准教授 

橋本 力     国立研究開発法人情報通信研究機構ユニバーサルコミュニケーション研究所 

情報分析研究室研究マネージャー（平成 28年 3月 31日まで） 

林 秀弥       名古屋大学大学院法学研究科教授 

林 雅之       国際大学グローバル・コミュニケーション・センター客員研究員 

原井 洋明     国立研究開発法人情報通信研究機構ネットワークシステム研究所 

ネットワーク基盤研究室長 

深町 晋也     立教大学大学院法務研究科教授 

福井 健策     弁護士 

松尾 豊       東京大学大学院工学系研究科准教授 

山本 勲       慶應義塾大学商学部教授 

山本 龍彦     慶應義塾大学法科大学院教授 

湯淺 墾道     情報セキュリティ大学院大学教授 

若田部 昌澄   早稲田大学政治経済学術院教授 

渡辺 智暁     慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科特任准教授 

 

（注）敬称略。座長、顧問、座長代理を除き、五十音順。（平成 28年 4月 15日時点） 
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林 秀弥 名古屋大学大学院法学研究科教授 

井上 智洋 駒澤大学経済学部専任講師 

板倉 陽一郎 弁護士 

クロサカ タツヤ 総務省情報通信政策研究所コンサルティング・フェロー 

越塚 登 東京大学大学院情報学環教授 

佐藤 英司 福島大学経済経営学類准教授 

実積 寿也 九州大学大学院経済学研究院教授 

高橋 恒一 
国立研究開発法人理化学研究所生命システム研究センター 

生化学シミュレーション研究チームチームリーダー 

田中 絵麻 
一般財団法人マルチメディア振興センター情報通信研究部 

主席研究員 

田中 浩也 慶應義塾大学環境情報学部教授 

中西 崇文 国際大学グローバル・コミュニケーション・センター准教授 

林 雅之 国際大学グローバル・コミュニケーション・センター客員研究員 

原井 洋明 
国立研究開発法人情報通信研究機構ネットワークシステム研究所 

ネットワーク基盤研究室長  

福井 健策 弁護士 

松尾 豊 東京大学大学院工学系研究科准教授 

山本 勲 慶應義塾大学商学部教授 

若田部 昌澄 慶應義塾大学商学部教授 
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久木田 水生 名古屋大学大学院情報科学研究科准教授 

クロサカ タツヤ 総務省情報通信政策研究所コンサルティング・フェロー 

実積 寿也 九州大学大学院経済学研究院教授 
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大屋 雄裕 慶應義塾大学法学部教授 

河島 茂生 青山学院女子短期大学現代教養学科准教授 

久木田 水生 名古屋大学大学院情報科学研究科准教授 

クロサカ タツヤ 総務省情報通信政策研究所コンサルティング・フェロー 

越塚 登 東京大学大学院情報学環教授 

新保 史生 慶應義塾大学総合政策学部教授 

高橋 恒一 
国立研究開発法人理化学研究所生命システム研究センター  

生化学シミュレーション研究チームチームリーダー 

中西 崇文 国際大学グローバル・コミュニケーション・センター准教授 

林 秀弥 名古屋大学大学院法学研究科教授 

深町 晋也 立教大学大学院法務研究科教授 

福井 健策 弁護士 
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福田 雅樹   総務省情報通信政策研究所調査研究部長 

成原  慧    総務省情報通信政策研究所調査研究部主任研究官 

吉田 智彦   総務省情報通信政策研究所調査研究部主任研究官 

渡邊 資生   総務省情報通信政策研究所調査研究部研究官 

 

 



開催経緯 

 

【検討会議】 

第 1 回（平成 28 年 2 月 2 日） 

○構成員からの御発表 

 松尾構成員「人工知能の未来 ―ディープラーニングの先にあるもの―」 

 若田部構成員「経済学者は人工知能の夢を見るか：第 2次機械時代の経済社会構想」 

 林（秀）構成員「情報通信政策・競争政策の視点から」  

 大屋構成員「自律と責任における顕教と密教」 

第 2 回（平成 28 年 3 月 17 日） 

○中間的な整理の方向性について議論 

第 3 回（平成 28年 4月 12日） 

○中間報告書案について議論 

 

【経済分科会】 

第 1 回（平成 28 年 2 月 9 日） 

○構成員からの御発表 

 高橋構成員 「ＡＩのオープンプラットフォーム戦略」 

 佐藤構成員「ＩＣＴインテリジェント化に伴う競争政策上の論点 -経済学的視点から-」 

 クロサカ構成員「進展過程に応じたエコシステムの検討」 

第 2 回（平成 28 年 2 月 18 日）  

○構成員からの御発表 

 実積構成員 「ＩＣＴインテリジェント産業をめぐる経済学的論点―電気通信産業とのアナロジーは 

成立するのか？―」 

 クロサカ構成員「進展過程に応じたエコシステムの検討」 

 田中（絵）構成員 「米欧におけるＩＣＴインテリジェント化関連政策・市場動向―ＡＩのサービス化と 

ＩＣＴエコシステムの進化の視点から―」 

第 3 回（平成 28年 3月 10日）  

○中間的な整理の方向性について議論  

 

【社会・人間分科会】 

第 1 回（平成 28年 2月 10日） 

○構成員からの御発表 

 田中（浩）構成員「空間を越える”自律・分散・協調”ものづくり ICT インフラの可能性～ 

地域社会、日本社会、国際社会、それぞれへの影響～」 

 河井構成員 「インテリジェントＩＣＴと人 ～社会心理学の視点から～」 
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第 2 回（平成 28年 2月 22日）  

○構成員からの御発表 

 鹿島構成員 「ヒューマン・コンピュテーションとその社会・人間への影響」 

 久木田構成員「ＩＣＴインテリジェント化の人間と社会に対する影響」 

第 3 回（平成 28年 3月 8日）  

○構成員からの御発表 

 クロサカ構成員「進展過程に応じたエコシステムの検討」 

○中間的な整理の方向性について議論 

 

【法・リスク分科会】 

第 1 回（平成 28年 2月 5日） 

○構成員からの御発表 

 深町構成員「インテリジェントＩＣＴと刑法上の諸問題」 

 板倉構成員「欧州一般データ保護規則提案における“the Right to Data Portability”のインテリジ

ェントＩＣＴへの適用」 

第 2 回（平成 28年 2月 23日） 

○構成員からの御発表 

 山本（龍）構成員「予測的アルゴリズムの憲法問題―その対処法の予備的検討とともに―」 

 湯淺構成員「論点 消費者保護・青少年保護を中心に」 

第 3 回（平成 28年 3月 9日）  

○構成員等からの御発表 

 （ゲストスピーカー）千葉大学法政経学部横田准教授「ＩＣＴインテリジェント化に伴う影響に関する

論点～行政法・環境法の知見をヒントとして」 

 クロサカ構成員「進展過程に応じたエコシステムの検討」 

○中間的な整理の方向性について議論 
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ＡＩネットワークシステムの構成要素の高度化に関する動向と展望 

 
１．情報通信ネットワークシステムの高度化に関する動向と展望 

 

(1) 情報通信インフラ 

 

ア 光通信及び無線移動通信 

ＡＩが生成し、又は処理する情報の流通の基盤となる情報通信インフラとしては、

光通信と無線移動通信が挙げられるが、2020 年代にかけて、今後更なる進展が見込

まれている。 

 
図表１ 2020年代にかけての光通信・無線移動通信の進展

 
原井構成員「インテリジェントＩＣＴが生成し、又は処理する情報の受発信の基盤

となる情報通信ネットワークの高度化の展望」（事前提供資料）に基づき作成 

 
イ ＳＤＮ・ＮＦＶ 

柔軟かつ動的なネットワークの構築・運用に資する技術として、ＳＤＮ及びＮＦ

Ｖが期待されている。 
ＳＤＮ（Software-Defined Networking）とは、ネットワークの構成や設定をソフ

トウェアで動的に制御すること及びそのアーキテクチャをいう。 
現在のネットワークの仕組みでは、目的地にデータを届ける際に、複雑に張り巡

らされたネットワークの中をどういう経路やルールで送るのかを個々のネットワー

別紙３ 
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ク機器が個別に判断して、バケツリレー式にデータの受け渡しを行っている。その

ため、データの混雑状況や、ネットワークの増強やメンテナンスの状況に時々刻々

と応じて最適なルートに柔軟に変更することが困難であった。また、ネットワーク

の構築や変更では、大量の機器を個別に設定することが必要となり、大きな負担と

なっていた。 

そこで、従来、個々のネットワーク機器が 1 台ずつ行ってきたネットワーク制御

とデータ転送処理を分離し、汎用サーバ上のソフトウェアによりデータ転送処理の

みを行う機器を動的に制御するようにすることにより、通信を柔軟に効率よく、安

全に行えるようにすることを目指して考えられたのがＳＤＮである。 

 
図表２ ＳＤＮのコンセプト 

 
（出所）NECのＨＰ（http://jpn.nec.com/sdn/about_sdn.html）に基づき作成 

 
現在は、ＳＤＮを導入しようとしても、設備の設置主体がサービス事業者の場合

には大規模な設備敷設及び運用における電力の調達が難しいこと、インフラ事業者

の場合はＳＤＮのメリットをサービス事業者が十分に享受できないことが課題とな

っている。2020 年には、IoT デバイス、エッジ、クラウド、ネットを結合したサー

ビス環境が一つのネットワークで複数走るマルチテナントＳＤＮが実現すると考え

られている。 
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図表３ ＳＤＮを利用したサービスの課題 

 
原井構成員「インテリジェントＩＣＴが生成し、又は処理する情報の受発信の基盤

となる情報通信ネットワークの高度化の展望」（事前提供資料） 

 
図表４ マルチテナントＳＤＮの実現 

 
原井構成員「インテリジェントＩＣＴが生成し、又は処理する情報の受発信の基盤

となる情報通信ネットワークの高度化の展望」（事前提供資料）に基づき作成 
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ＮＦＶ(Network Functions Virtualization)とは、仮想化技術によりネットワ

ーク機能を汎用サーバ上で実現することをいう。 
現在のネットワーク機能の多くは、専用のハードウェアという形で提供されて

いる。ＮＦＶでは、専用のハードウェアを用いることなく、汎用サーバによりネ

ットワーク機能を実現することができる。 
 

図表５ ＮＦＶのコンセプト 

 
（出所）NEC「ネットワーク機能仮想化(NFV)概要」（OKINAWA Open Days 2014 公表資料） 
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(2) 情報通信デバイス 

 
  ア 端末 

端末の分野においては、メインフレーム時代のホストコンピュータからワークス

テーション、パソコン、携帯電話・ＰＤＡ、スマートフォン・タブレット等へと高

機能化・小型化が進展してきている。その過程で、端末に入力できるデータも、文

字情報に加えて、マイクによる音声情報、カメラ機能による画像情報、ビデオ機能

による映像情報等へと多様化が進展してきている。 
図表６ 端末の発展 

 

（出所）総務省編「平成 27年情報通信白書」 

イ ＣＰＵ及びストレージ 

ＣＰＵ（中央演算処理装置）の計算能力が指数関数的に向上することと軌を一

にして、データを蓄積するストレージの大容量化も進展してきている。 
 

図表７ ＣＰＵの計算能力の向上とストレージの大容量化 

 
（出所）総務省編「平成 27年情報通信白書」 
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ウ センサー 

データの収集を可能とするセンサーの普及が急速に進んでおり、2020 年代には出

荷は 10 兆個を超すようになるとの予測も見られる。 

 
図表８ センサーの出荷予測 

 
（出所）総務省編「平成 26年情報通信白書」 

 
センサーは、その機能の高度化も進んでおり、産業（社会インフラ）向けの製品・

取組に加え、個人向けでも多種多様な製品・取組が見られるようになってきている。 
 

図表９ 産業（社会インフラ）向け製品・取組の事例 

 
（出所）総務省編「平成 27年情報通信白書」 
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図表 1 個人向け製品・取組の事例 

 
（出所）総務省編「平成 27年情報通信白書」 

 
エ スマートマシン 

スマートマシンとは、人工知能を実装したロボット、ドローン、自動走行車など、

自己学習機能を備え、自律的に行動する電子機械のことである。スマートマシンは、

これまで人間しかできないと考えられていた作業を実行する可能性を有しており、

社会における利便性の向上や新しい産業の創出等様々なメリットをもたらすことが

期待されている。 
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オ ウェアラブル端末 

ウェアラブル端末とは、人の腕、頭部等身体に装着して利用するＩＣＴ端末をい

う。昨今様々な端末メーカーから発売されており、注目を集めている。様々な形態

のデバイスが発売されているが、代表的な種類に、頭に装着するメガネ型、腕に時

計する時計型、リストバンド型がある。 
 

図表 2 ウェアラブル端末の主な種類 

 
（出所）総務省編「平成 27年情報通信白書」 

 

ウェアラブル端末の実用化が近年急激に進んだ背景としては、次の三点が挙げ

られる。第一に、端末の高度化・小型化の進展により、身に着けても違和感が少

ない程度にまで小型化・軽量化したデバイスが実用化したことである。第二に、

スマートフォンの普及が進み、スマートフォンを経由したテザリングが利用でき

るようになったことにより、デバイスのインターネットへの接続が簡単になった

ことである。第三に、クラウド上でのデータ蓄積・分析が可能となったことであ

る。 
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図表 3 ウェアラブル端末の実用化・商用化の背景 

 
（出所）総務省編「平成 27年情報通信白書」 

 

ウェアラブル端末の用途としては、ヘルスケア分野に注目が集まっており、バイ

タルデータや活動量などをモニタリングすることで健康管理につなげるサービス等

が見られるようになってきている。また、工場や都市インフラにおける設備の運用・

保守や、医療における診療支援等、各産業で利用が進みつつある。 
 

図表 4 ウェアラブル端末の主な用途 

 
（出所）総務省編「平成 27年情報通信白書」 
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(3) 情報通信ネットワークシステムの制御におけるＡＩの利活用 

今後の情報通信ネットワークシステムについては、仮想化されたサーバー・ストレ

ージ・データセンター・ネットワークをソフトウェアで統合的に制御する形に向かう

と考えられる。情報通信ネットワークシステムを制御するソフトウェアにおけるＡＩ

の実装を進めることにより、情報通信ネットワークシステム全体の自律的な制御が可

能となる（AI Defined Infrastructure）。これにより、ネットワーク、データセンタ

ー、クラウド等の運用の自動化や、オペレーションセンターにおける業務の効率化が

進むと考えられる。 

図表 5 情報通信分野の利活用モデル 

 
（出所）林（雅）構成員「ＩＣＴインテリジェント化影響評価検討会議発表資料」（事前提供資料） 

 
情報通信ネットワークシステムの制御におけるＡＩの利活用の進展に伴い、技術や

サービスの高度化も進展すると予測される。2040 年代にはＡＩによるネットワーク制

御管理技術があらゆるデバイスへと拡がっていき、ＡＩにより制御される情報通信ネ

ットワークシステムによるサービスの高度化が進展するとともに、複数のサービスを

合成することによる新たなサービスの創生も期待されている。 

 

図表 6 2045年に向かう情報通信網の展望 

 
原井構成員「インテリジェントＩＣＴが生成し、又は処理する情報の受発信の基盤

となる情報通信ネットワークの高度化の展望」（事前提供資料）に基づき作成 
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情報通信ネットワークシステムの制御におけるＡＩの利活用が進展することにより、

IoT デバイスやクラウド等情報通信ネットワークシステムの構成要素間における機

能・資源の分配と調停の効果的な自動化が実現すると考えられる。 
 

 図表 7 情報通信ネットワークシステムにおけるＡＩの利活用による 

資源分配と調停の効果的な自動化

 
 

原井構成員「インテリジェントＩＣＴが生成し、又は処理する情報の受発信の基盤

となる情報通信ネットワークの高度化の展望」（事前提供資料）に基づき作成 
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２．人工知能の高度化に関する動向と展望 

 

(1) 人工知能の高度化の系譜 

人工知能の研究は、1950年代に始まり、第一次ＡＩブーム（知識を所与とする推論・

探索の時代（1950年代後半～1960年代））、第二次ＡＩブーム（専門家が知識を記述す

る知識表現の時代（1980年代））を経て、第三次ＡＩブーム（データから知識を獲得す

る機械学習の時代（2000年代～））に至っている。 

第三次ＡＩブームは、2012 年にＡＩ分野のブレークスルーとも言えるディープラー

ニングの技術が開花し、画像認識等において認識に必要な特徴量を人が指示しなくと

もコンピュータが自ら特徴量を抽出することが可能となったことが大きく影響してい

る。ディープラーニングの技術は、発展途上にあり、連鎖的なブレークスルーを引き

起こす可能性が期待されている。 

図表 8 人工知能の研究開発の流れ 

 
（出所）インテリジェント化が加速するＩＣＴの未来像に関する研究会「報告書 2015」（平成 27年） 

 

図表 9 知識からみた人工知能の歴史 

 

2. 知識記述の時代
エキスパート・システム

知識
ベース

推論
機構

専門家が知識記述

状態/
質問

行動/
回答

Webによ
る共有

オントロ
ジー

知識獲得ボトルネック

3. 知識獲得の時代
ディープ・ラーニング

推論
機構

データからの知識獲得

状態/
質問

行動/
回答

知識
獲得

抽象知識の学習にメド

※以前から存在した機械学習ア
プローチだが近年性能向上

1.知識所与の時代
トイ・プロブレムが対象

推論
機構

状態/
質問

行動/
回答

ゲームのルール

適用範囲が狭い

※推論機構の中に知識が
埋め込まれていた．
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（出所）高橋構成員「ＡＩをプラットフォーム技術として捉えた場合の検討事項の 

整理とオープンＡＧＩ戦略」（事前提供資料） 

 

人工知能を大別すると、特化型人工知能と汎用人工知能（ＡＧＩ: Artificial 

General Intelligence）とに分類できる。特化型人工知能は限定された問題領域にお

いて知的に振る舞うもので、汎用人工知能は異なる領域にわたる総合的な認知の仕組

みを実現するものである。特化型人工知能は、将棋、チェス等のゲーム、クイズ等の

質問回答システムなどにおいて人間を超える成果を示した事例が数多く見られるよう

になってきている。一方、汎用人工知能は、設計時の想定を超えた新しい問題を解決

する可能性をも有するものであるが、その問題の難しさのため、取組はまだ少ない状

況である。 

なお、人工知能学会のウェブサイトにおいては、人工知能が全人類の知能を超えて

様々な影響やリスクをもたらすとされるシンギュラリティは、特化型人工知能ではな

く汎用人工知能によってもたらされるものであるとの考え方が示されている 1。 

 

図表 10 特化型人工知能と汎用人工知能（ＡＧＩ） 

 
 

高橋構成員「ＡＩをプラットフォーム技術として捉えた場合の検討事項の 

整理とオープンＡＧＩ戦略」（事前提供資料）に基づき作成 

 

 
現在の人工知能に関連した研究やビジネス展開の動向としては、脳の構造に学ぶも

のとしてコンピュータチップやアルゴリズムの開発、神経回路の処理に学ぶものとし

て機械学習やディープラーニングの開発、さらには、人の脳全部をソフトウェアで書

こうという取組（BriCA）も始まっている。 
 

  

                                                   
 
1 http://www.ai-gakkai.or.jp/my-bookmark_vol29-no5/ 
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(2) 人工知能の研究開発の動向 

 

ア 各国の研究開発政策の動向 

我が国、米国、欧州、中国及び韓国における人工知能に関する主な研究開発政策

の動向を次に示す。2000 年代半ばから、ロボットや検索、翻訳等、具体的な問題設

定に対して人工知能を用いて解決するテーマに関する研究開発に対し、国から大型

の予算が割り振られている。 

 
図表 11 人工知能に関連する各国・地域の政策動向 

 
（出所）特許庁「平成 26年度 特許出願技術動向調査報告書 人工知能技術」 
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図表 21 日米欧の人工知能に関連する政策動向 

 
（出所）各種公表資料に基づき作成 

 
イ 企業の動向 

民間でも、人工知能を対象とした研究所の設立や、人工知能を応用した商品・サ

ービスの提供が始まっている。情報通信分野の企業に加えて、自動車メーカーなど

人工知能を活用したサービスの展開が見込まれる業種の企業にも拡がってきている。 
 

図表 22 企業の動向 

 

（出所）各種公表資料に基づき作成 
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図表 12 Ｒ＆Ｄランキングトップ 50に含まれる主要ＩＣＴ関連企業 

 

（出所）特許庁「平成 26年度 特許出願技術動向調査報告書 人工知能技術」 
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(3) 特化型人工知能 

ア 認識系（入力系等） 

特化型人工知能のうち、画像、映像、音声等の入力に対して知覚、対象の認識を

行うものは、認識系と区分される。2012 年にディープラーニングの技術によるブレ

ークスルーが起きたことを端緒として、研究開発の急速な進展がみられるようにな

っている。Google の「猫」を認識する研究の例のように、画像等のデータを大量に

インプットすることにより、そこに含まれる高度な概念が自然に引き出されるよう

になり、画像認識では人間を超える精度での判断が可能となったともいわれている。 

図表 24 認識系における近年の技術開発動向 

認識系（入力系等） 
 ディープラーニング技術（2012） 

国際的な画像認識コンペ ILSVRC において、ニューラルネットワークを多層化等によ

り学習能力を高めたディープラーニングが認識性能でブレークスルー。 

 Deep Speech （2014） 

Baidu社がノイズ環境下でも高性能な音声認識システム(Deep Speech)等を開発。 

 Deep Face （2014） 

Facebookの Deep faceが顔認識、スポーツ画像判別技術を実現。 

 マルチモーダルな統合認識（2015～） 

視覚、聴覚など複数の感覚情報を組み合わせたマルチモーダルな統合認識による状況

認識の技術が期待されている。 
 

図表 25 ディープラーニングで画像を認識する流れ 

 

（出所）松尾豊「人工知能の現在と未来」 
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イ 行動系（推論、判断、制御等） 

特化型人工知能のうち、推論、判断、制御等の出力につながる処理を行うものは、

行動系と区分される。行動系の例としてＩＢＭの質問応答システムである Watson が

挙げられるが、これは膨大な情報源をもとに、質問に対し確信度の高い回答を数秒

以内という短時間のうちに得ようとするものである。 

図表 26 行動系における近年の技術開発動向 

行動系（推論、判断、制御等） 
 自動運転 

レベル３自動運転では、加速・操舵・制動を全て自動的に実施。緊急時に、ドライ

バーは運転切り替えに対応が必要。 

 ＩＢＭ Watson質問応答システム 

行動学習、自然言語処理、専門知識による回答の正しさの説明、推論戦略を実現す

る認知システムである。医療診断支援、銀行窓口の対人支援への応用がある。 

 電脳将棋 

将棋電王戦においてプロ棋士にコンピュータが勝利するなど、プロ棋士レベルに到

達した。 

 Google DeepMind ＤＱＮ 

スペースインベーダーやブロック崩しなどのゲームをプレイしながら勝手にハイス

コアを出せるように学習していくアルゴリズム Deep Q-Networkにより、プロゲーマ

ーを凌駕。 
 

図表 27 ＩＢＭ 質問応答システム Watson 

 
（出所）日本アイ・ビー・エム株式会社東京基礎研究所 
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ウ 特化型人工知能のアルゴリズム系の公開に関する動向 

近年、特化型人工知能のアルゴリズム系の公開が次々に行われている。例えば、

Google が 2015 年 11 月にオープンソース化したテンソルフロー（TensorFlow）は、

汎用のプログラミング言語を使用し、デスクトップやモバイルなどでも利用が可能

となっている。 

 
図表 28 特化型人工知能のアルゴリズム系の公開に関する動向 

 
 
 

 
  

主体 公開対象 概要 公開時期

IBM WatsonのApplication 
Program Interface 

IBM の Watson の Application Program
Interface （API）を、クラウドを通じてデベ
ロッパーやコミュニティーに有料で公開

2014年11月

Amazon Amazon Machine 
Learning

クラウド（Amazon AWS）上で機械学習モ

デルを構築し、実行するためのツールで、
有料で公開

2015年4月

Preferred 
Networks Chainer

一般によく使われているプログラミング言
語「Python」を使用、グラフィックス処理用
のプロセッサ（GPU）を使った処理にも対
応し、無料で公開

2015年6月

Google TensorFlow

2011年に開発したディープラーニングの

システム基盤であるディストビリーフ
（DistBelief )の動作環境の汎用性等を高
め、無料で公開

2015年11月

Microsoft Distributed Machine 
Learning Toolkit

分散型システムで機械学習システムの構
築を簡易に行えるもので、無料で公開

2015年11月
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(4) 汎用人工知能（ＡＧＩ) 

ア 汎用人工知能（ＡＧＩ)の開発に向けた取組 

汎用人工知能は、ディープラーニング技術の進展等を契機として、今後のイノベ

ーションが期待される領域になっており、2005 年以降国内外で様々な取組が見られ

るようになってきている。 

 
図表 29 汎用人工知能の開発に向けた取組 

 
 

図表 30 汎用人工知能の開発の動向 

 
高橋構成員「ＡＩをプラットフォーム技術として捉えた場合の検討事項の 

整理とオープンＡＧＩ戦略」（事前提供資料）に基づき作成 

 
 

生物学的忠実性

工学的設計

新皮質ベース
（価値システ
ムなし）

Nengo 

(2015〜)

(2015〜)

OPEN

OPEN

全脳
（価値システ
ムあり）

CLOSED

OPEN

OPEN

(2015〜)OPEN

自律性
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イ 全脳アーキテクチャ（ＷＢＡ） 

脳全体のアーキテクチャに学び汎用人工知能を創ろうとする取組として、「全脳ア

ーキテクチャ（ＷＢＡ）」が挙げられる。脳の各器官を機械学習モジュールとして開

発し、それらのモジュールを統合した認知アーキテクチャを構築しようというアプ

ローチをとっている。 

 
図表 31 全脳アーキテクチャ（ＷＢＡ）のアプローチ 

 
（出所）高橋構成員「ＡＩをプラットフォーム技術として捉えた場合の 

検討事項の整理とオープンＡＧＩ戦略」（事前提供資料） 

 

 

図表 32 全脳アーキテクチャの俯瞰図 

 
 

AI脳

① 脳の各器官を
機械学習モ
ジュールとして
開発

② それらモジュー
ルを統合した認
知アーキテク
チャを構築

全脳アーキテクチャ(WBA)のアプローチ
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（出所）一杉裕志「脳全体の動作原理を解明へ汎用人工知能への最短の道」

日経エレクトロニクス 2015年２月号 

 

図表 33 大脳皮質モデルを中心とした開発ロードマップ 

 
（出所）一杉裕志「脳全体の動作原理を解明へ汎用人工知能への最短の道」

日経エレクトロニクス 2015年２月号 

ウ OpenAI 
OpenAI は、ＡＩが人間レベルに達したときに、良い成果を自己利益よりも優先で

きる強力な研究機関が存在することが重要との考えに基づき活動している非営利組

織として知られている。Elon Musk氏、Sam Altman氏、Peter Thiel氏等著名人らか

ら 10億ドルの寄付を得て設立された組織である。人に害を与えることなく、有益で

あるようなオープンソースのフレンドリーＡＩの開発を目指しているとされている。 

図表 34 Open AI IDE(統合開発環境） V0.2のスクリーンショット 

 
（出所） Open AI Neural Network IDE 
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エ ベイジアンプログラム学習フレームワーク（ＢＰＬ） 

2015 年 12 月、ニューヨーク大学のデータサイエンスの Brendan Lake 研究員、ト

ロント大学のコンピューターサイエンスの Ruslan Salakhutdinov 准教授、マサチュ

ーセッツ工科大学（MIT）の脳認知科学の Joshua Tenenbaum 教授により、サイエン

ス誌で「ベイジアンプログラム学習フレームワーク（BPL）」が発表された。これは、

人間の学習能力に基づくアプローチにより、手書き文字のような画像概念をたった

一つの訓練事例から学習する計算モデルであり、画像の概念をプログラムとして表

現することにより高性能化を実現したと発表されている。一事例による学習の性能

比較では、人間に匹敵する性能を達成し、10 ないし 100 の事例を必要とするディー

プラーニングを圧倒したとされている。 

図表 35 人が書いた手書きの文字の認識例 

 
 

(出所)Brenden M. Lake, Human-level concept learning through probabilistic 
program induction, 350 SCIENCE 1332(2015) 
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(5) スマートマシン 

ア 総論 

スマートマシンとは、人工知能を実装したロボットやドローン、自動走行車など、

自己学習機能を備えて自律的に行動する電子機械をいう。現在、様々な分野で利活

用が進みつつあり、今後更に利活用が拡大していくとの予測が見られる。 
 

図表 36 スマートマシンの利活用の例 

 
林（雅）構成員「ＩＣＴインテリジェント化影響評価検討会議発表資料」

（事前提供資料）に基づき作成 

 
  

図表 37 スマートマシンに関する 2045年までのロードマップ 

 
（出所）林（雅）構成員「ＩＣＴインテリジェント化影響評価検討会議発表資料」（事前提供資料） 

 
  

分野 利用シーン 例

教育 個々の生徒の能力に応じてAIが学力に適した教育を行う。 ディグリー・コンパス

小売 売り場の客をセンサーで感知し、商品説明等のロボット接客 Pepper ネスレ日本

警備 ロボットやドローンなどによる警備、ナンバープレート照合。 Knightscpe K5

医療 臨床試験データベースを参照し、最適な治療法を医師に提案 IBM Watson

金融 銀行、保険、為替、クラウドファンディング等の金融商品サポート BitCoin

スタートアップ支援 スタートアップ企業の低コストでの事業立ち上げ支援 ―

農業 土壌、気象等のデータから最適な栽培方法の提案 自動走行トラクターコンセプト

製造業 生産ラインにおけるアーム型ロボットの普及とＡＩの連携 NEXTAGE

自動車 高齢者移動支援、ロボットタクシー化、自動運転宅配サービス Google Car

政府・自治体 政府の業務効率化、産業育成、景気対策、オープンガバメント Open.uk

高齢化社会 ドローン、介護ロボット、自動運転などによる生活支援 サイバーダインHAL

物流 ＡＩによる統合的な制御による物流の効率化 ―

災害支援 避難の最適ルートと自動走行、瓦礫撤去など DARPAロボティクスチャレンジ

情報通信 ＳＤＮからAI Defined Infrastructureへの進展 ―
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イ ロボット 

ロボットの動作を統合的に制御する汎用ＯＳ（V-Sido OS）が開発され、開発者は、

目的とする機能開発に専念することができるようになったことから、ロボットの開

発が加速することが期待されている。また、ＤＡＲＰＡによるロボティクスチャレ

ンジ（ロボット競技大会）により、無線通信による遠隔操作と自律制御とを組み合

わせた技術開発が促進されている。既に様々な分野においてロボットが開発され活

用されているが、今後も活用の裾野が拡がっていくことが期待される。 

 
図表 38 ロボット開発の取組の例 

 ロボットＯＳ（V-Sido OS） 

ロボットを正しく動かすには、複雑な運動

学計算や、複数のサーボモータを連係させた

制御など、ロボット工学の専門知識が必要に

なる。V-Sido OS を用いれば、そうした複雑

な計算や処理はＯＳ側で自動的に処理するた

め、開発者はロボット制御の専門知識がなく

てもロボットを動かせるようになる。 

 ＤＡＲＰＡロボティクスチャレンジ 

米国防総省の国防高等研究計画局（ＤＡＲ

ＰＡ）は、人間が近づけない過酷な災害現場

で活動するロボットの開発を促進することを

目的とするロボット競技大会「ロボティクス

チャレンジ」を開催している。無線通信によ

る遠隔操作に加え、無線通信が突然不能にな

った際の自律制御が可能な技術の開発を促し

ている。 

V-Sido OSが採用されているロボットの一例 

 

（出所）https://www.asratec.co.jp/v-sido-basic 

ロボティクスチャレンジのタスク 

 

（出所）http://www.theroboticschallenge.org/ 
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図表 39 サービスロボットのモデル例（主に米国の例） 

 
（出所）林雅之「スマ ートマシ ン時代の 到 来に向けた情 報通信ネ ットワー ク 及びクラウド の展望」 （事前提供資料）  

 
我が国の政府も、ロボット開発の支援に向けた取組を進めてきている。 

「日本再興戦略」改訂 2014（平成 26 年 6 月 24 日閣議決定）において、ロボット

による新たな産業革命（以下「ロボット革命」という。）として、ロボット技術の活

用により生産性の向上を実現し、企業の収益力向上、賃金の上昇を図ることなどが

掲げられたことから、政府は、平成 26 年 9 月から平成 27 年 1 月までにかけて「ロ

ボット革命実現会議」（座長：野間口有 三菱電機株式会社相談役）を開催し、技術

開発、規制改革、標準化等の具体策を検討し、ロボット革命の実現に向けた戦略「ロ

ボット新戦略（Japan‘s Robot Strategy －ビジョン・戦略・アクションプラン

－）」を取りまとめた。ロボット新戦略は、平成 27年 2月 10日に日本経済再生本部

の方針として決定された。 

 
図表 40 ロボット新戦略の概要 

 
(出所)ロボット革命実現会議及び経済産業省のウェブサイトに基づき作成 

 
 

JIBO
（ソーシャルロボット）

Savioke
（バトラー（執事））

Double Robotics
（テレプレゼンスロボット）

Knightscope「K5」
（警備ロボット）

ATLAS
（人型ロボット）

東大のスピンアウト
グーグルが買収
軍事・災害対応など

スクリーン付き
稼働式ロボット

注文をホテルの客室
まで届ける

人間との
コミュニケーション

ショッピングセンター等
の警備サポート
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「ロボット新戦略」の推進に向け、産業競争力会議等との連携や諸外国との情報

交流を目的とする産学官の組織として、平成 27年 5月にロボット革命イニシアティ

ブ協議会が設立された。設立後５年間をロボット革命集中実行期間と位置付けてお

り、官民で総額１千億円に上るロボット関連プロジェクトへの投資、福島での飛行

ロボットや災害ロボット等の実証区域の創設等に取り組むこととなっている。 

 
図表 41 ロボット新戦略の推進体制 

 
(出所)ロボット革命イニシアティブ協議会のウェブサイトに基づき作成 

 
ウ コネクティッドカー、自動走行車 

コネクティッドカーとは、情報通信端末としての機能を有する自動車をいう。車

両の状態や周囲の道路状況などの様々なデータをセンサーにより取得し、ネットワ

ークを介して集積・分析を行うことにより、事故時に自動的に緊急通報を行うシス

テムや、走行実積に応じて保険料が変動するテレマティクス保険等が実用化されつ

つある。 

 
図表 42 コネクティッドカーへの注目の背景 

 
（出所）総務省編「平成 27年情報通信白書」 
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コネクティッドカーで利用できるサービスやアプリケーションの例として、イン

ターネットラジオやＳＮＳ、ナビゲーションシステム、駐車支援や注意喚起のよう

な安全運転支援等が挙げられる。また、渋滞情報はもちろんのこと、路面の劣化や

凍結等による危険個所をリアルタイムでドライバーに知らせることも可能となるほ

か、数多くの自動車のデータを収集して解析することにより、地域全体でのエネル

ギー効率や環境制御に活用できる可能性も考えられている。 

 
図表 43 コネクティッドカーのサービス・アプリケーション 

 

（出所）ＫＤＤＩ総研「ＩＣＴ先端技術に関する調査研究報告書」（平成 2６年） 

 
自動走行車とは、車内外の環境・状況を計測するセンシング、情報通信、車体制

御等の技術を組み合わせ、運転者が直接操作することなく、行き先の指示等に基づ

いて自動車自身が道路状況に合わせて安全に目的地へ向かう自動車のことである。 
 

図表 44 自動走行車への注目の背景 

 
（出所）総務省編「平成 27年情報通信白書」 
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自動走行車については、平成 25 年から平成 27 年までにかけて技術が急速に進化

してきている。内閣府の計画では、平成 29年（2017 年）までに信号情報や渋滞情報

等のインフラ情報を活用した準自動走行システム(レベル２)の市場化、2020 年代前

半を目途に準自動走行システム(レベル３)の市場化、さらに、2020 年代後半以降に

は完全自動走行システム(レベル４)の市場化を目指している。 

図表 45 自動走行車による自動走行のレベル及びその実現期待時期 

 
（出所）ＳＩＰ(戦略的イノベーション創造プログラム)「「自動走行システム」の取組について」 

情報通信審議会情報通信技術分科会技術 戦略委員会第７回会合資料７－２（平成 27年） 

 

図表 46 自動走行車の技術進化 

 
（出所）ＳＩＰ(戦略的イノベーション創造プログラム)「「自動走行システム」の取組について」 

情報通信審議会情報通信技術分科会技術 戦略委員会第７回会合資料７－２（平成 27年） 
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コネクティッドカーや自動走行車に関する取組は世界各国で進んでおり、米国の

国家戦略や EU の研究開発プログラムである Horizon2020 でも取り上げられている。

米国では公道での実証実験、ドイツでは自動車メーカーが地図事業を買収するなど

の動きも出ている。 

 
図表 47 コネクティッドカー・自動走行車に関する国際動向 

 
 

（出所）ＳＩＰ(戦略的イノベーション創造プログラム)「「自動走行システム」の取組について」 

情報通信審議会情報通信技術分科会技術 戦略委員会第７回会合資料７－２（平成 27年） 
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注目されている取組の一つに、米国 Google社による自動走行車開発がある。Google

では 2009 年から自動走行車の研究を進めており、2017 年の実用化を目指している。

2014 年 5 月に、Google 社独自の自動運転車のプロトタイプ（ハンドルもアクセル

もブレーキもなく、スタートボタン、ストップボタン、ルート示すスクリーンだけ

となっており、スタートボタンを押した後は自動で走行する仕組みとなっている。）

を発表した。2015 年 5 月頃以降、プロトタイプ車の公道での試験走行を開始してお

り、2015年 11月には、公道での試験走行の累計が 42万 4331マイルに達したと発表

されている。 

 
図表 48 Googleの自動走行車開発 

 
(出所)Google社のウェブサイト 
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ドイツの自動車メーカーである BMW では、コネクティッドカーの研究を進めてい

る。 

Connected Driveと呼ばれる高速道路における高度な自動運転システムは、前方車

両に追いついた場合には、交通法規を遵守し、車両の追い越しを行うことができる

とされており、既に 5,000kmの自動運転によるテスト走行を完了している。 

また、自動車を降りた後に、スマートウォッチを操作するだけで、自動的に駐車

可能スペースを探索し駐車を行うリモートガレージパーキング技術の開発が進めら

れている。 

図表 49 ＢＭＷの取組 

 
(出所)BMW社のウェブサイト 

  
このようにコネクティッドカーや自動走行車の開発は急速かつグローバルに進ん

できているが、市場の拡大はどのようになるのであろうか。自動走行車については、

2025 年には世界の自動車販売台数の 1％以下にとどまると考えられているが、2035

年にはその比率が約１割（９％）にまで伸び、2050 年以降にはすべての車が自動走

行車になるとの予測が見られる。 

図表 50 自動走行車の市場予測 

 
IHS Automotiveによるロボットカー市場予測(2014.1.2)に基づき作成 

車線変更
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エ ドローン 

ドローンは、通常、三以上の回転翼をもつ無人ヘリコプターであり、ラジコン機

や農薬散布用ヘリコプターなどと同じく無人航空機の一種である。無人航空機は、

全幅 30 メートルを越える大型から手の上に乗る小型（200 グラム以上）までの様々

な大きさのものが存在し、固定翼機と回転翼機の両方で軍用・民間用いずれも実用

化されている。 

ドローンの活用例としては、Amazon Prime Air が挙げられる。これは、ドローン

を使った 30 分以内の超速サービスで、ロジスティクスのイノベーションにより、更

なる Eコマース市場の拡大が期待されている。 

無人航空機の活用例としては MQ-9 リーパーという無人偵察機が挙げられる。無人

偵察機は 21 世紀に入って搭載能力が高まり、攻撃任務を付加することで偵察・攻撃

の両方が行えるマルチロールの無人偵察・攻撃機が実用化された。ホーキング博士

など多数の科学者・実業家が、人間の遠隔操作を離れて自律判断で活動する人工知

能兵器の開発禁止を訴える国連宛の書簡を公開している。 

 
図表 51 Amazon Prime Air(左)、MQ-9 リーパー(右) 
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３．人間と機械との連携の高度化に関する動向と展望 

インテリジェント化が加速するＩＣＴの未来像に関する研究会「報告書 2015」（平成

27 年）においては、人間（の脳）と人工知能等との連携について、次のような例が示さ

れている。 

 



1 

関連する経済予測例 

別紙４ 



2 

（１）関連する市場の規模の予測例 
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機関名 対象市場 予測値 

BCCリサーチ 
スマートマシン 
(世界市場) 

62 億ドル（2014年）→ 412億ドル（2024 年）、年間20.9%の成長率 
スマートマシン市場の内訳：自律型ロボット（最大シェア）、医療支援システム等 

自律型ロボット(世界市場) 約12.8 億ドル（2014 年）→約139 億ドル（2024年） 

トラクティカ 企業向けAIシステム市場(世
界市場) 

２億250万ドル(2015年）→ 111億ドル（2024年） 

バンクオブアメリカ 
メリルリンチ 

ロボット・AI市場 
(世界市場) 

約580億ドル（2014年）→ 1530億ドル（2020年） 
（内、ロボット市場：830億ドル、AI市場700億ドル） 

農業用ロボット 
自動運転車  (世界市場) 
生活支援ロボット 

163億ドル（2020年） 
870億ドル（2030年） 
174億ドル（2020年） 等 

アスタミューゼ AIの基礎となる深層学習・
表現学習部分(世界市場) 

AIの基礎となる深層学習・表現学習部分の世界市場規模は60億ドル(2015年) 
⇒ AI関連のグローバル市場規模は同1200億ドル（≒14.4兆円)（2020年） 

ヘクサリサーチ スマートマシン(世界市場) 153億ドル（2020年） 

アクセンチュア IoT市場   (世界市場) 世界市場規模14.2兆ドル。内、米国6.1兆ドル、中国1.8兆ドル、日本1.1兆ドル（2030年） 

EY 総合研究所 
AI活用機器・システム 
(国内市場) 

3兆7,450億円（2015年）→ 86兆9,600億円（2030年） 
 内、製造12兆円、建設・土木6兆円、卸・小売15兆円、運輸30兆円、 
   医療・福祉2兆円、生活関連4兆円 等 

経産省・NEDO 自律型モビリティ(国内市場) 自動車、ロボット、ドローン等市場は1.6兆円(2015年) → 9.7兆円(2035年) 

野村総合研究所 AIアプリケーション(国内市場) 合計8兆円。内、自動運転車4.6兆円、Web広告等1.6兆円（2050年） 

IDC Japan IoT市場   (国内市場) 9.4兆円（2014年）→16兆円（2019年） 

関連する市場の規模の予測例 
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 スマートマシン市場：62 億ドル（2014年）→412 億ドル（2024 年） （年平均成長率20.9%） 

 スマートマシン市場:自律型ロボット、エキスパートシステム、音声アシスタント、組み込みシステム、ニューロコンピュータ等 
 エキスパートシステム：35 億ドル（2014年）→124億ドル（2024 年） （年平均成長率13.5%） 

 エキスパートシステム：人間の専門家（エキスパート）の意思決定能力をルール（規則）に基づき実行するシステム 
 自律型ロボット：13 億ドル（2014 年）→139 億ドル（2024年）   （年平均成長率26.7%） 

http://www.siemens.com/innovation/en/home/pictures-of-the-future/digitalization-and-software/artificial-intelligence-facts-and-forecasts.html 

BCCリサーチ（BCC Research：米国の調査会社） 

41,215 41,215 41,215 41,215 41,215 

スマートマシンの市場予測：世界市場（2014年公表） 
エキスパートシステム 自律型ロボット デジタル補助装置 埋め込み型システム ニューロコンピュータ 

（出所）BCC Research, ”Smart Machines: Technologies and Global Markets,” May 2014. 
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トラクティカ（Tractica：米国の調査会社） 

https://www.tractica.com/newsroom/press-releases/artificial-intelligence-for-enterprise-applications-to-reach-11-1-billion-in-market-value-by-2024/ 

世界の地域別人工知能市場収益（2015～2024年) ：世界市場  (2015年公表) 

 企業向けAIシステム市場：２億250万ドル(2015年）→111億ドル（2024年）（年平均成長率54.2%） 

（出所）Tractica, ”Artificial Intelligence for Enterprise Applications to Reach $11.1 Billion in Market Value by 2024,” Apr. 2015. 
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バンクオブアメリカ・メリルリンチ（１／２） 
（Bank of America Merrill Lynch：米国の金融機関） 

 ロボット・AI市場：約580億ドル（2014年）→1530億ドル(2020年) ：世界市場 
 内、ロボット市場：830億ドル、AI市場700億ドル(2020年) 

人工知能（AI）活用の中長期予測:世界市場 （2015年公表） 

（出所）Bank of America Merrill Lynch, ”Robot Revolution: Global Robot & AI Primer,” Dec. 2015. 
http://www.bofaml.com/content/dam/boamlimages/documents/PDFs/robotics_and_ai_condensed_primer.pdf 
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人工知能（AI）活用の中長期予測:世界市場 （続き）（2015年公表） 

バンクオブアメリカ・メリルリンチ（２／２） 
（Bank of America Merrill Lynch：米国の金融機関） 

（出所）Bank of America Merrill Lynch, ”Robot Revolution: Global Robot & AI Primer,” Dec. 2015. 
http://www.bofaml.com/content/dam/boamlimages/documents/PDFs/robotics_and_ai_condensed_primer.pdf 
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 AIの基礎となる深層学習・表現学習に関する部分は60億ドル（2015年） 
 上位概念の機械学習・深層学習関連のグローバル市場規模を300億ドル（≒3.6兆円）（2015年） 

 AI関連のグローバル市場規模は約1200億ドル（≒14.4兆円）と推計（2025年） 
 深層学習・表現学習以外の脳神経科学由来の新技術も合わせ、年間平均成長率（CAGR）を35%と仮定 

（出所）アスタミューゼ「asta vision 人工知能」（2015年） 
http://astavision.com/market/10/48 

アスタミューゼ （日本の調査会社） 

人工知能の市場規模推定：世界市場（2015年公表） 
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 スマートマシン市場は2020年に153億ドル：世界市場 （2015年公表） 

ヘクサリサーチ （米国の調査会社） 

＜プロダクト＞ 
・自律型ロボット 
・エキスパートシステム 
・アシスタント・サービス 
・ニューロコンピュータ 
・AI組み込み型システム 

＜アプリケーション＞ 
・自動車 
・家電 
・健康管理 
・製造 
・ロジスティクス・運輸 
・軍事 
・航空宇宙・防衛 
・情報セキュリティー 

＜テクノロジー＞ 
・ミクロ・ナノセンサー 
・無線通信 
・音声認識 

スマートマシン市場の分類 

林雅之構成員提供資料に基づき作成 
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アクセンチュア（Accenture:コンサルティング会社(本社アイルランド)） 

 IoTの市場規模は14.2兆ドル：世界市場（2030年） 
 米国は6.1兆ドル、中国は1.8兆ドル、日本は1.1兆ドル 

 IoTを実現する環境整備状況（指数）：日本は9位 
 新技術の活用に必要なインフラやスキル、制度基盤が重要 

（出所） 情報通信審議会「IoT/ビッグデータ時代に向けた新たな情報通信政策の在り方」中間答申（平成27年12月14日） 
https://newsroom.accenture.com/news/industrial-internet-of-things-will-boost-economic-growth-but-
greater-government-and-business-action-needed-to-fulfill-its-potential-finds-accenture.htm 

IoTを実現する環境整備状況（2015年公表） 
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 AI活用機器・システムの国内市場規模 (2015年)： 
  合計3 兆7,450 億円（推計値） 

 電子商取引(EC)などのIT領域が中心 
 卸・小売1.5兆円、広告0.6兆円、金融・保険0.6兆円 

 今後運輸・製造・生活関連等の産業分野で市場形成 
 技術の成熟 
 安全性の向上 
 コストの減少 

 市場は急速に拡大 
 2020 年：23 兆638億円 
（15 ～ 20 年：年平均成長率(CAGR) 43.8%） 
 2030 年：86 兆9,620 億円 
（20 ～ 30 年：CAGR14.2%） 

EY 総合研究所（日本のシンクタンク） 人工知能関連産業の市場規模:国内市場
（2015年公表） 

http://eyi.eyjapan.jp/knowledge/future-society-and-industry/pdf/2015-09-15.pdf 

（出所）EY総合研究所「人工知能が経営にもたらす「創造」と 
    「破壊」」（2015年）  
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（参考）EY総研： 人工知能関連の産業別市場規模の詳細:国内市場 1 

（出所）EY総合研究所「人工知能が経営にもたらす「創造」と「破壊」」（2015年）  
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（参考） EY総研： 人工知能関連の産業別市場規模の詳細：国内市場 2 

（出所）EY総合研究所「人工知能が経営にもたらす「創造」と「破壊」」（2015年）  
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自律型モビリティ・システムの市場予測:国内市場 
  （2010年公表資料を基に作成） 

 自律型モビリティ・システムの自動車, ロボット, ドローン等の市場は2035年に10兆円規模(年平均10％成長) 

経済産業省・NEDO（国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構） 

（出所）三菱総合研究所「IoT／ＡＩを取り巻く最近の動向について」  
     情報通信審議会情報通信技術分科会技術戦略委員会 
     第７回会合資料７－３（平成27年） 

自律型モビリティシステムの対象（例） 
(1) 自動走行システム関連 

• 自動車に搭載される情報通信機器（センサー等） 
• 自動走行等を支援する通信サービス 
• 過疎地向け等の自律型走行車（らくらくカー等） 

(2) 自律型ロボット（ネットワークロボット）関連 
①家庭用ネットワークロボット 

• コミュンケーションロボット 
• 介護用ロボット 等 

②産業用ネットワークロボット 
• 製造ライン用ロボット 
• 資材搬送用ロボット 等 

(3) 自律型福祉機器関連 
①ネットワーク車いす 

(4) 自律型無人飛行機（ドローン等関連） 
①輸送用ネットワークUAV 
②警備用ネットワークUAV 

(5) 自律型マシン関連 
①ネットワーク建機 
②ネットワーク農業機械 

(6) その他 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

2015年 2025年 2035年 
ロボテク（RT）製品 サービス分野 製造分野 農林業分野 

（億円） 

約1.6兆円 

約5.3兆円 

約9.7兆円 

注：平成22年ロボット産業将来市場調査（経済産業省・NEDO）を基にMRIが作成した資料 
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 人工知能の市場規模は3兆円（2015年）から8兆円（2050年）（年平均成長率2.8％） 
 自動運転車は4.6兆円、Web広告・レコメンデーションは1.6兆円等 

野村総合研究所  

（出所）情報通信審議会「IoT/ビッグデータ時代に向けた新たな情報通信政策の在り方」中間答申（平成27年12月14日） 
 注：野村総合研究所作成資料 

人工知能アプリケーション別市場規模：国内市場 （2015年公表） 
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 国内のIoT市場は今後5年間平均12％成長：9.4兆円（2014年）→ 16兆円（2019年） 
 IoT接続機器は5.57億台（2014年）→ 9.56億台（2019年） 

 産業、運輸・物流、インフラ管理をはじめとして、施設管理、健康管理、小売等幅広い領域への適用が期待 

IDC Japan （日本の調査会社） 

注：IDC Japan 「国内IoT市場 テクノロジー要素別売上予測 2013年～2019年」（2015年2月5日）より取得 

IoTサービスの対象（例） 

注：総務省「平成27年情報通信白書」を基にMRI作成 

産業 
• 工場プロセスの広範囲に適用可能な産業用設備の管理・追
跡の高度化 

• 鉱業、灌漑、農林業等における資源の自動化 

運輸・物流 
• 車両テレマティクス・追跡システムや非車両を対象とした輸
送管理の高度化 

• 交通システム管理の高度化 
セキュリティ・ 
公衆安全 

• 緊急帰還、公共インフラ（環境モニタリング等）、追跡・監視
システム等の高度化 

エネルギー • 需給関係設備の管理を通じた電力需給管理 
• 資源採掘や運搬等に係る管理の高度化 

施設 • 施設内設備管理の高度化（自動監視・制御等） 

家庭・個人 • 宅内基盤設備管理の高度化 
• 宅内向け安心・安全等サービスの高度化 

小売 

• サプライチェーンに係る高度な可視化 
• 顧客・製品情報の収集 
• 在庫管理の改善 
• エネルギー消費の低減 

ヘルスケア・ 
生命科学 

• 医療機関/診察管理の高度化 
• 患者や高齢者のバイタル管理 
• 治療オプションの最適化 
• 創薬や診断支援等の研究の高度化 

IT・ネットワーク • オフィス関連機器の監視・管理の高度化 
• 通信インフラの監視・管理の高度化 

国内IoT市場 テクノロジー要素別売上予測 :国内市場 
（2015年公表） 

（出所）三菱総合研究所「IoT／ＡＩを取り巻く最近の動向について」情報通信審議会情報通信技術分科会技術戦略委員会第７回会合資料７－３（平成27年） 
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（２）経済への波及効果の予測例 
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経済への波及効果の予測例 

機関名 波及対象 予測値 

ボストン 
コンサルティング
グループ 

労働コスト 
(世界各国比較) 

労働コストは世界平均で16％削減（2025年まで） 
 日本は25％削減（韓国に次ぐ大きな削減幅） 

コスト競争力 
(世界各国比較) 

ロボット化に伴うコスト競争力は日本は米国比1%減少（2025年時点対2014年比） 
自動車・電機ではロボットが労働コストを下回る。 
他産業も10年程度でロボットの方が安価 

マッキンゼー 知識労働自動化
による経済的 
インパクト 
（世界市場） 

5兆ドル超（2025年） 

みずほ銀行 経済価値 
(直接売上+ 
ユーザへの効果) 
（世界市場） 

8兆ドル（2025年） 
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 先進的な産業用ロボットの採用により、2025年までに労働コストは平均16％削減 
 低賃金労働時代の終焉 
 労働者に要求されるスキルの変化 

 2025年までに、多くの産業でロボットは生産性を10％-30％向上させる 
 ロボット導入の4分の3はコンピュータ、電気、運輸、機械による 

ボストンコンサルティンググループ (BCG) 
（Boston Consulting Group :米国のコンサルティング会社） 

先進的産業用ロボット導入による労働コストの削減予測：世界各国比較（2015年公表） 

（出所）Boston Consulting Group, “The 
Shifting Economics of Global 
Manufacturing: How a Takeoff in 
Advanced Robotics Will Power the Next 
Productivity Surge”, Feb.2015 
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 ロボット化による製造業のコスト競争力指数の変化：日本は米国比で1%減少（2025年時点(2014年比)） 
 製造業者は安価さのみを基準に労働力を調達しなくなる。ロボット化に対応できる労働力の調達可能性がカギ 

ロボット化による製造業コスト競争力の変化予測：世界各国比較（2015年公表） 

ボストンコンサルティンググループ  

（出所）Boston Consulting Group, “The Shifting Economics of Global Manufacturing: How a Takeoff in Advanced Robotics Will Power the Next Productivity Surge”, Feb.2015 
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 ロボットと労働のコスト比較（能力調整済み価格比） 
自動車、電気機械産業ではすでにロボットの方が安価（能力調整済み価格比） 
他の産業においても10年程度でロボットは人間を凌ぐ 

ロボットと労働のコストの比較：産業別予測（2015年公表） 

ボストンコンサルティンググループ  

（出所）Boston Consulting Group, “The Shifting Economics of Global Manufacturing: How a Takeoff in Advanced Robotics Will Power the Next  
Productivity Surge”, Feb.2015 
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マッキンゼー（McKinsey：米国のコンサルティング会社） 

知識労働自動化による経済的インパクトは2025年時点で5兆ドルを超える 

クラウド技術 

先端ロボット 
 

モバイル 
インターネット 

 
知識労働の自動化 
 

IoT 

低めの試算 高めの試算 

３．７兆～１０．８兆ドル 

５．２兆～６．７兆ドル 

２．７兆～６．２兆ドル 

１．７兆～６．２兆ドル 

１．７兆～４．５兆ドル 

注：McKinsey Global Institute “Disruptive technologies”(2013) を一部改編 

各種先進技術の2025年における経済的インパクトの予測:世界市場（2015年公表） 

（出所）インテリジェント化が加速するICTの未来像に関する研究会「報告書2015」（平成27年）図表１２ 
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（参考）McKinsey (2015)  
     “The Internet of Things: Mapping the value beyond the hype” 
 
 IoTが効果をもたらすと考えられる9つの分野（住宅、オフィス、工場、小売業、工事現場、医

療・健康、外部輸送、都市、輸送機器）を特定 
 これらの9つの分野におけるIoTの発展は、2025年には年間3.9兆ドル～11.1兆ドルの効果を

世界市場にもたらすと予測 

（出所）McKinsey Global Institute, ” The Internet of Things: Mapping the value beyond the hype”, June 2015  

IoTの経済効果の予測:世界市場（2015年公表） 
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みずほ銀行 

IoTのもたらす経済価値は8兆ドル（2025年） （年平均成長率28％） 
経済価値としてはIoT関連製品の直接的売上に、ユーザ側の経済効果を加えたもの 

（出所）みずほ銀行「みずほ産業調査（Vol.51） IoT（Internet of Things）の現状と展望: IoTと人工知能に関する調査を踏まえて」（2015年8月） 

IoTが付加する経済価値:世界市場（2015年公表） 

2014年 2020年 
523 億ドル 2,628 億ドル 

注：IoT関連サービスとしてはコンサルティング、システム 開発、運用が
含まれる 
出典：Gartner, "Forecast: Internet of Things, 
 Endpoints and Associated Services, Worldwide, 2014", 
20 October 2014  

IoT関連サービス市場規模：世界市場 
（2014年公表） 
 (ガートナー社(Gartner:米 IT アドバイザリ企業)) 
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（３）雇用への影響の予測例 
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機関名 分析対象 予測値 

オックスフォード大学, 
Frey and Osborne 

コンピュータ化に伴う
雇用への分野別影響 
（米国市場*2） 

米国雇用の47%はハイリスク・カテゴリー(*1)に分類 
 事務支援、生産関連、運輸、ロジスティクス等は特に厳しい 
 ここ数十年にわたり雇用の伸びを支えてきたサービス業への影響も大 

デロイト, 
Frey and Osborne 

コンピュータ化に伴う
雇用への分野別影響 
（英国市場*2） 

英国雇用の35％はハイリスク・カテゴリーに分類 
 低賃金の仕事はリスクが高い 
 

野村総合研究所, 
Frey and Osborne 

コンピュータ化に伴う
雇用への分野別影響 
（日本市場*2） 

労働人口の49％が技術的に代替可能 
創造性、協調性が必要な業務や、非定型な業務は将来も人が担う 

アクセンチュア IoT/ビッグデータの 
雇用への影響 
（世界経営者） 

経営者の過半数（52％）がインダストリアル・インターネットが雇用の「喪失」を
上回る「機会」を生み出すと回答 

世界経済フォーラム 2020年の労働市場 
（世界15カ国・地域） 

対象国・地域では710万の雇用が失われ200万の雇用が創出 

*1：今後10年～20年の比較的早い時期に代替される職業 
*2:米国は702種類の職業、英国は369種類の職業、日本は601種類の職業を対象 

雇用への影響の予測例 



注：Frey and Osborne , Univ. of Oxford, “The Future of Employment : How susceptible are jobs to computarisation?” Sep. 17, 2013.  
http://www.oxfordmartin.ox.ac.uk/downloads/academic/The_Future_of_Employment.pdf 

 コンピュータによる労働代替が技術的に可能となる確率に応じて、職業を低リスク・中リスク・高リスクに分類 
 コ確率が70％以上の職業を高リスク、30％以下の職業を低リスクと定義 
 輸送産業、ロジスティクス、事務職、生産分野は高リスク 
 管理職、教育、ヘルスケア、芸術、学術研究などは低リスク 
 サービス業、販売業、建設業などはスキルに応じてリスクが異なる 

 米国雇用の47％は高リスク（ハイリスク・カテゴリー）に分類 
 

 
 

オックスフォード大学 

コンピュータによる労働代替が技術的に可能となる確率の職業別予測：米国雇用（2013年公表） 

（出所）インテリジェント化が加速するICTの未来像に関する研究会「報告書2015」（平成27年） 
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デロイト ( Deloitte ：米国の会計事務所） 

（出所）Deloitte, “Agiletown: the relentless march of technology and London’s response”, Nov. 2014. 
     http://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/uk/Documents/uk-futures/london-futures-agiletown.pdf 

コンピュータによる労働代替が技術的に可能となる確率の高低別の労働人口の割合:英国雇用 
        （ロンドン、英国全土の比較）  (2014年公表) 

 オックスフォード大学と共同で、イギリスをロンドンと英国全土(ロンドン含む)の二つに分類 
 コンピュータによる労働代替が技術的に可能となる確率に応じて分析 

 英国全土では35％、ロンドンでは30％が高リスク（ハイリスク・カテゴリー） 
 ロンドンは創造性や協調性が必要な業務比率が高く、英国全土より高リスク職業比率が低い 

 



 人工知能やロボット等による労働代替が技術的に可能となる確率が高い労働人口の割合 
 日本の労働人口の約49％は、人工知能やロボット等による労働代替が技術的には(*1)可能となる確率が高い 
 創造性、協調性が必要な業務や、非定型な業務は将来も人が担う 

(*1) 技術的な代替可能性であり、コスト等を含めた総合的な判断による代替可能性ではない 

 オックスフォード大学（米国）、デロイト（英国）と同じ方法論で調査 
 日本は、米国とほぼ同等水準 

 
 

野村総合研究所  

注：米国データはオックスフォード大学調査(2013)から、英国データはデロイト社調査(2014)から取得。 
http://www.oxfordmartin.ox.ac.uk/downloads/academic/The_Future_of_Employment.pdf 
http://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/uk/Documents/uk-futures/london-futures-agiletown.pdf 
https://www.nri.com/jp/news/2015/151202_1.aspx 

人工知能やロボット等による労働代替が技術的に可能となる確率が高い労働人口の割合の日・英・米比較 
 (2015年公表) 

（出所）野村総合研究所 「日本の労働人口の 49％が人工知能やロボット等で代替可能に」 （2015年12月） 
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 世界の経営者へのアンケート調査 
 経営者の過半数（17%+35%）は、インダストリアル・インターネットが雇用の「喪失」を上回る「機会」を生み出すと回答 

 仕事の数が増え、仕事の範囲が拡大する 
 インダストリアル・インターネットのもとで必要な能力を満たすには、新たな教育・訓練を必要とする（55%+36%) 
 インテリジェントソフトウェアやロボットの普及は、必要とされるスキルを変える（42%+52%) 

（出所）情報通信審議会「IoT/ビッグデータ時代に向けた新たな情報通信政策の在り方」中間答申（平成27年12月14日） 
注：World Economic Forum Industrial Internet Survey 2014 （アクセンチュア）より取得 

アクセンチュア（Accenture:コンサルティング会社(本社アイルランド)） 

インダストリアル・インターネットの雇用への影響：世界の経営者へのアンケート （2014年公表） 
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世界経済フォーラム（WEF:スイスに本部を置く国際機関） 
 世界の企業（15カ国・地域）の管理職へのヒアリングに基づく調査 
 ASEAN、オーストラリア、ブラジル、中国、フランス、GCC諸国、ドイツ、インド、イタリア、日本、メキシコ、南アフリカ、トルコ、 
  英国、米国の15国・地域を対象 
 対象国・地域では710万の雇用が失われ200万の雇用が創出されると予測（2020年） 
 技能の低い事務職や、製造業・製造部門における雇用は最も影響を受ける 
 高技能が必要とされる金融部門、管理職、コンピュータ・数学分野では雇用が増加 
 

   職種による雇用の増減の予測（2015年－2020年）： (2016年公表) (単位：千人） 

（出所） World Economic Forum, The Future of Jobs , Jan. 2016 
     http://www3.weforum.org/docs/WEF_FOJ_Executive_Summary_Jobs.pdf 

<雇用が増加する職種> <雇用が減少する職種> 
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